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1． 監��������������� 

 監視通信領域 ※小瀬木 滋、古賀 禎、大津山 卓哉、本田 純一、住谷 泰人 

 
 
1. ���� 

現在の航空管制及び将来の運用方式をシー

ムレスに実現することで、ボトルネックを持た

ない円滑な航空路運用が可能になると期待され

る。しかし、山間部谷間の空港のレーダ運用な

ど一部の空域では航空監視システム（以下，監

視システムという）の性能が劣化する例がある。

また、厳しい運用環境下ではレーダの維持管理

が困難となる経済的課題もある。このように、

単一の監視方式のみでは、シームレスな運用を

実現できない場合がある。その解決のためには、

目的の運用方式を実現できる性能を持つ監視シ

ステムを運用環境に応じて選択するなど、性能

準拠（Performance Based）の考え方で監視シス

テムの導入判断が求められる。 
本稿では、管制官やパイロットが用いる監視

システムについて、運用要件から導出された技

術性能要件（監視性能の許容範囲）の例を紹介

する。さらに、このような性能要件を活用する

ために必要な、性能の評価確認手法を報告する。

特に、監視システムの技術性能要件に見られる

小さな確率値を直接測定するために必要な測定

試行回数の算出方法、測定試行回数を削減でき

る効率的な評価手法、適切な評価のために必要

な測定用信号源の条件を示す。 
 
2. 監�������������例 
 監視システムは、管制官やパイロットに監視

情報を提供する。情報提供システム一般につい

て、ISO13236 に標準化された性能要件の考え方

によれば、システムが提供するデータ項目毎に

適用する性能の属性を必要数適用している。

EUROCONTROL はこの考え方を用いて、航空

管制用監視システムの性能要件をまとめた[1]。
根拠には、航空管制など運用要件が用いられて

いる。データ項目と属性の対応を表１に示す。 
 監視性能の属性は、有用性 (Av: Availability) 、
連続性 (Cont: Continuity)、時間（Ti）、一貫性 
(Coh: Cohelence)、完全性 (Integrity) が用いられ

る。完全性を定める誤差限界は、主な誤差 
(Core: Core error)、相関誤差  (Corr: Correlated 
error)、突発誤差 (Sp: Spurious error)に分類する。 
 航空管制用監視システムの場合、管制に使用

するデータ項目毎に監視性能の属性を考える。

データ項目としては、水平位置、気圧高度、SPI/
非常時等識別情報、機体識別情報、昇降率、ト

ラック速度、システム管理情報などがある。 
 例えば，5NM 間隔の航空管制を運用方式とす

ると，水平面内位置の完全性（位置－Corr）は，

実際のターゲットの 7NM 以内に発生する誤タ

ーゲット（相関処理済み）が 1 時間あたり 2 回

以下である[1]．これは，航空機の位置誤差を

0.5NM 許容すると，約 0.00000004 に相当する。 
 

表１．データ項目と適用属性[1] 
項目 Av Cont Core Corr Sp Ti Coh 

位置 ○ ○ ○ ○ ○ 1 ○ 

高度 ○ ○ 2 ○ ○ ○ 3 

SPI 4 ○ ○ × 
識別 ○ × ○ × ○ ○ × 

昇降 5 6 7 ○ 1 × 

速度 5 6 7 ○ 1 × 

管理 8 ○ × × × × × 

○：適用（値は[1]参照）、×：適用除外項目、

1：誤差とともに考察、2：突発誤差も配慮、3：
一部は時間要因とともに考察、4：運用手順を配

慮、5：使用地域の条件で設定、6：トラッカを

配慮、7：通常の管制では不要だが衝突検出など

では配慮、8：使用地域の条件で設定 
 
3. 監���������������� 
 監視性能の中には、提供する監視情報の完全

性などのように確率で表されるものがある。本

稿では、ある性能値 p を持つ監視システムを繰

り返し測定して p を推定し、仕様に定められた

性能要件値 p0 と比較する良否判定を想定する。  
3.1. ���������� 
 信号の検出の有無、誤検出の有無、出力情報

の正誤判定の成功／失敗など、監視情報には二
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値をとるものがある。ここで、仕様に失敗率 p0
が定められており、n 回の測定結果に信号検出

漏れや判定誤りなど k 回の失敗（測定された失

敗率=k/n）が観測されたとする。測定期間中に

監視性能 p が一定であり、各測定は独立した確

率過程と見なせるとき、n 回の測定結果に見ら

れる失敗数 k（測定値 k/n）は二項分布 Bi(n,p)
に従い分布する[2]。ただし、0≦k≦n である。 
 ここで、仕様値 p0 を基に棄却点 pa を定め、

次の仮説検定を考える。 
  帰無仮説： p≦pa 仕様を満たす 

対立仮説： p＞pa 仕様を満たさない 
図１のように、機器性能が p≦p0 であっても

帰無仮説を棄却し、良品を不良品と判定する場

合がある。逆に、p＞p0 であっても帰無仮説を

採択し、不良品を良品と判定する場合もある。 

 
図１．測定値の分布と仮説を棄却する確率 

 
棄却点 pa より測定値 k/n が大きな値になる確

率を二項分布 Bi(n,p)から求めることができるが、

測定回数 n、機器の性能 p、棄却点 pa の関数に

なることがわかる[3]。 
余裕率 c=pa / p0 を想定して pa を定め、良否

判定を誤る確率の制限（有意水準）を満たす測

定回数 nを求めた結果を表２に示す[4]。ただし、

a は良品を不良品判定する有意水準、a' は不良

品を良品判定する有意水準とする。また、測定

値 k/n に応じて次の判定をする。 
k/n≦pa 良品 
p0≦k/n 不良品 

ただし、p0＜k/n＜pa は両方を満たすため、判定

保留とすることで判定誤りを避けるとする。 
 表２に示すように、許容する誤り率や仕様値

p0 に応じて必要な測定回数 n が変化し、特に p0
が小さな値になると測定回数 n が増加する。 
 毎秒 100 回の測定が可能な測定システムを想

定すると、p0=0.000001 の仕様値を検定する場

合、通常の検定では約 7.7 時間、比較的厳しい

検定では約 64 日かかることがわかる。 
 

表２．良否判定に必要な測定回数 n 
p0 通常の検定 

C=2、  
a=0.05、a’=0.2 

比較的厳しい検定 
C=1.1、  

a=0.01、 a’=0.1 
0.05 55 5228 
0.01 275 54955 

0.001 2755 545910 
0.000001 2.756E6 5.550E8 

 
3.2.  

本項 2.に示すように，監視情報の完全性など、

性能要件が非常に小さな確率で定められる場合

がある。しかし，小さな確率を直接測定する場

合は測定回数が増加し、実用的ではない。この

ため、ここでは別の評価手法を提案する。 
監視システムは、航空機の位置を測定する監

視センサと、その出力である位置測定値など監

視情報を処理して情報の品質を向上させる監視

情報処理から構成される。 
監視センサには、ASR (Airport Surveillance 

Radar) 等の一次レーダ、航空管制用二次監視レ

ーダ SSR (Secondary Surveillance Radar) 、マル

チラテレーションなど測定機能を持つものの他、

ADS-B (Automatic Dependent Surveillance – 
Broadcast) や ADS-C (同 – Contract) のように

航空機搭載航法装置から位置等測定値をデータ

リンクにより得るものもある。これらが出力す

る監視情報には、測定誤差、欠落（更新漏れ：

存在する航空機の検出漏れ）、誤検出（存在し

ない航空機の監視情報出力）等が見られる。 
監視情報処理では、これらの監視情報に相関

処理や追尾処理を行うことで測定誤差の軽減、

監視データ出力の連続性や完全性を向上させて

いる。監視情報処理は、採用している処理方式

に応じて、入力情報と出力情報の統計的性質の

間に一定の関係がある。 
入力される情報の尤度比（＝検出率／誤検出

率）が既知の場合，ベイズの定理を用いて監視
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情報処理による情報誤りの軽減状況を算出でき

る[5]。また、図２の例のように、トラックファ

イル生成のための相関処理は、状態遷移モデル

を用いて記載できる。これらを組み合わせて、

尤度比から出力情報の完全性を計算できる

[6][7]。このように完全性の仕様値を尤度比の条

件に換算できるため、比較的容易に測定できる

検出率と誤検出率を用いて完全性を評価できる。 
有用性や連続性も検出率から換算できる。 

 
図２．トラックファイル生成処理モデルの例 

ただし，検出率 pD, qD=1-pD とする 
 
4.  
 監視情報の有用性、連続性、完全性の測定を

効率的に行うには、監視センサの性能である検

出率と誤検出率の測定が必要となる。監視セン

サの性能測定には、試験信号を送受信しながら

測定を進めるベンチテストが用いられるが、検

出率と誤検出率は試験信号に重畳する干渉信号

の影響を受けて変化する。本稿では、干渉信号

も用いる干渉ベンチテストについて説明し、そ

の測定結果が実環境で得られるものを表せるよ

うにする手法を紹介する。 
4.1.  
 インタロゲータの性能測定の例について、干

渉ベンチテストの方法を図３に示す。 
二次監視レーダや航空機衝突防止装置が持

つインタロゲータ（質問装置）は、送信した質

問信号に対する応答信号を受信解読することで

監視情報を得ている[8]。試験信号源としてトラ

ンスポンダ（応答装置）シミュレータを接続し、

質問信号に対する応答信号を発生する。使用す

る信号の波形や周波数を測定機器で確認しなが

ら被試験インタロゲータの信号検出状況を記録

し、応答信号検出率や誤検出率を測定する。 

 応答信号の検出率や誤検出率は、試験信号に

重畳する干渉信号の数やその電力などの影響を

受けるため、これらを実際の運用環境に近いも

のにすることにより測定精度が向上する。 
 干渉信号には、被測定信号に同期して発生す

るマルチパス波の干渉や、同一質問信号に同期

して発生する応答信号による同期性ガーブルが

知られている。これらの発生手法は、遅延回路

を用いる手法や、複数のトランスポンダシミュ

レータを用いる手法などが確立されている。 
 一方、被測定応答信号に同期することなくラ

ンダムなタイミングで干渉する非同期干渉妨害

も知られている。雑音で信号発生器をトリガし

て干渉信号を発生させる試験装置も過去に製作

さたが、その影響が実際の運用環境の状況を表

せるものであるか検証されていない。本稿では、

その試験用干渉信号源の改良を提案する。 

 
図３．干渉ベンチテストセットの構成 

 
4.2.  
 本稿で考える SSR 等の監視システムは、1090 
MHz 帯域の信号を受信する。監視システムのた

めに送信された応答信号など 1090MHz 帯域内

の信号は、発生時間率（デューティー比）は低

いが、相互に同期した送受信動作をしないため、

相互に非同期干渉妨害を与える。 
 当研究所では、非同期干渉妨害の測定結果に

ついて統計的性質を研究してきている[9]。その

結果、応答信号等にある受信電力以上で重畳す

る干渉信号の数（混信数）はポアソン分布で正

確に近似できることがわかっている。また、非

同期干渉する信号の電力分布は、電力に反比例

する成分と電力の平方根に反比例する成分で近
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似できることも知られており，測定により電力

に反比例する事例が確認されている。 
 全ての干渉信号をトランスポンダシミュレー

タで発生させることもできるが、実際に空域内

で運用されている航空機数と同様の数が必要と

なり、経済的ではない。また、干渉信号を受信

記録して再生しながら測定する方法もあるが、

測定条件を自由に設定できない。そこで、比較

的少数の信号源を用いて非同期干渉妨害の統計

的性質を再現する手法を提案する。 

 

図４．非同期干渉妨害のための干渉信号源 
 
 図４のように、送信信号のパルスパターン、

電力、タイミング、信号周波数などを高速設定

できる信号源を必要数組み合わせて、非同期混

信妨害を模擬する方法を考える[10]。このとき、

信号発生の時間間隔を指数分布させると、混信

数をポアソン分布させることができる[2]。 

 

図５．混信数が信号源数を超える確率 
 

 混信数がポアソン分布することを想定し、信

号源の数を N とし、測定中に混信数が N を超え

る確率を算出できる。結果を図６に示す[10]。 
さらに、図５の確率値から、測定回数 n の全

試行について混信数がＮを超えることなく忠実

に非同期混信妨害を再現できる確率を求めるこ

とができる。例えば、平均混信数が 1 の場合、

5.5E8 回の測定でも信号源を 12 個使うと信号源

が不足しない確率は 0.966 となる[10]。このよう

にして，測定の信頼性の要件を満たすよう信号

源の数を選択できる。 
 
5.  
 監視システムの選定に性能準拠の考え方を導

入するため，監視システムの技術性能要件や．

その活用に必要となる性能評価手法をまとめた。

特に、小さな確率値で表される性能の検証に必

要な測定回数の求め方、その削減手法、干渉ベ

ンチテストセットの設計手法を示した。 
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